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輪島市と石川労働局は雇用対策協定を締結します 

 

 輪島市（市長 坂口
さかぐち

 茂
しげる

）と石川労働局（局長 常盤
ときわ

 剛史
たけし

）は、【輪島市まち・ひと・

しごと創生総合戦略】に掲げる「活力を生み出すまちづくり」を目指し、企業立

地の推進や多様なニーズに対応した雇用対策など、雇用の安定に関する課題に対

して相互に密接に連携して取り組むため、雇用対策協定を締結します。 

 

※締結式当日は、撮影及び締結式後の取材を可能とします。 

 

石川労働局発表 

令和８年 11月 10日（火）

曜） 

【照会先】 

職業安定部職業安定課 

課    長  坂本 多恵 

課長補佐  宗広  勇 

電  話   076（265）4427 

Press Release 

◆協定締結式 

 ○日 時  令和８年 11 月 17 日（火）14 時 00 分～14 時 30 分 

 ○場 所  輪島市役所 本館４階第２会議室（輪島市二ツ屋町２字 29 番地） 

○出席者  輪島市長 坂口 茂 / 石川労働局長 常盤 剛史 

 ○締結式の内容 協定の趣旨説明・協定書の署名 

◆協定の内容等 

 別添１「輪島雇用対策協定（概要）」、別添２「輪島市雇用対策協定（案）」をご参照 

ください。 

◆雇用対策協定の締結状況 

 ●雇用対策協定は、地方自治体と労働局が、雇用に関する地域の課題に対する共通認

識を持ち、役割分担、連携方法を明確化し、一体となって雇用対策に取り組むこと

を目的とするもの 

 ●石川労働局と県内基礎自治体との協定締結は輪島市で９か所目 

 ●石川県とは平成 28 年 3 月に協定を締結 



輪島市雇用対策協定（概要）

輪島市と石川労働局は、【輪島市まち・ひと・しごと創生総合戦略】に掲げる「活力を生み

出すまちづくり」を目指し、企業立地の推進や多様なニーズに対応した雇用対策など、雇用

の安定に関する課題に対して相互に密接に連携して取り組むことを目的とする。

１ 協定の目的

２ 協定により期待される効果

石川労働局輪島市

３ 協定に基づく取組事項

○輪島市と石川労働局が地域の課題に対する認識を共有し、一体的な取組を実施。

○運営協議会（※）を設置し、雇用対策に関する施策を連携して推進。

○協定に基づき、相互に必要な要請が可能。

※運営協議会

・雇用対策協定に基づき、輪島市と石川労働局（ハローワーク輪島）で構成する運営協議会を設置。

・毎年度事業計画の策定・見直し、事業評価、その他連携事業の運営に必要な事項について協議・決定。

Ⅰ 市内企業の人材確保

合同企業面接会（説明会）の開催。

Ⅱ 人材確保のための求人・企業情報の発信

各機関のHPや窓口・広報誌等を活用した相互情報発信の連携。

Ⅲ 高年齢者・障害者の活躍促進

高年齢者及び障害者のための就職相談・企業面接会（説明会）の開催。

別添１



雇用対策協定とは

国と地方公共団体が地域の課題に一丸となって対応

全国ネットワークで職業紹介・雇用保険・雇用対策を一体的に行う 国（労働局・ハローワーク） と、

地域の実情に応じた各種対策を行う 地方公共団体（都道府県・市区町村） が、

それぞれの役割を果たすとともに、一緒になって雇用対策に取り組み、地域の課題に対応するために 

雇用対策協定 を締結しています。
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雇用対策協定を締結することで、自治体の長と労働局長がその地域の課題に対する共通認識を持ち、｢役割分担｣ ｢連携

方法｣ を明確化することや、連携策のパッケージ化による効果的なPDCAの実施や発信力の強化を図ることが可能です。

雇用対策協定により実現できること

1 .これまでの連携方法を整理・見える化 2 .  定期的な運営協議会とP DCA管理

3 .適切な役割分担による行政資源の効率化 4 .地域の雇用対策への前向きな姿勢のP R

これまで施策ごとに都度連携していたものを整理することで、

国と自治体が地域の課題の総合的な方向性に共通認識を持つこ

とができ、新たな連携の必要性に気付くきっかけにもなります。

サービスの利用者（住民、地元企業）にとって重複していた

施策の整理ができ、国と自治体がそれぞれの役割を担うことで、

効率的かつより効果的な雇用対策を行うことができます。

年度ごとに事業計画を策定し、年１回以上の運営協議会で、そ

れぞれの連携策の目標達成状況を確認し合うことで、実効性を維

持し、更なる住民サービスの改善につなげることができます。

全国ネットワークによる公的な就職支援機関として知られてい

る「ハローワーク」と連携して地域の雇用対策に取り組んでいる

姿勢を、地域住民や誘致企業等に対してPRすることができます。

A課とB安定所

○○面接会

××協議会 連携してるらしい スッキリ！

･若年対策
市：___
国：___

･女性活躍
･･･

効果あり

改善必要

●％改善

来年度
からは･･･

安心！

便利！

学生･

求職者

地元企業･

誘致企業
○○市

９月
○○支援
セミナー

９月
○○企業
説明会

９月
○○セミナー付き

企業説明会

国市

それぞれの強みで
相乗効果を発揮！

市＋国
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雇用対策協定の締結状況（石川県）

全国ネットワークで職業紹介・雇用保険・雇用対策を一体的に行う 国（労働局・ハローワーク） と、

地域の実情に応じた各種対策を行う 地方公共団体（都道府県・市区町村） が、

それぞれの役割を果たすとともに、一緒になって雇用対策に取り組み、地域の課題に対応するために 雇用対策協定 を締結しています。

地方公共団体と国が地域の課題に一丸となって対応

【石川県内の締結実績：9自治体（令和８年1 0月3 1日時点）】

締結自治体 締結日 目的概要等

石川県 平成28年３月締結 石川県外在住者のうち石川県内の企業等への就職を希望する者（UIターン求職者）、若年
者及び子育てをしながら就職を希望する者等の就職の促進と県内企業の人材確保の支援等
に一体的に取り組むこととして「石川県雇用・人材確保対策協定」を締結。

珠洲市 平成29年９月締結 ・珠洲市と石川労働局（ハローワーク能登・珠洲市地域職業相談室）との連携事項
（1）珠洲市とハローワーク等が連携した生産年齢人口の確保
（2）U・Iターン者の就職促進
（3）働き手を呼び込むための求人・企業情報の発信

金沢市 平成30年１月締結 ・金沢市と石川労働局（ハローワーク金沢）との連携事項
（1）若者の地元就職支援・UJIターンの促進 （4）障害者等の雇用促進
（2）女性の活躍促進  （5）人材確保支援・総合的な雇用対策
（3）高齢者の雇用促進

志賀町 平成30年７月締結 ・志賀町と石川労働局（ハローワーク羽咋）との連携事項
（1）若者の地元就職支援
（2）町内企業の人材確保
（3）人材確保のための求人・企業情報の発信

別添１（参考２）



雇用対策協定の締結状況（石川県）

締結自治体 締結日 目的概要等

羽咋市 令和元年７月締結 ・羽咋市と石川労働局（ハローワーク羽咋）との連携事項
（1）若者の地元就職支援
（2）市内企業の人材確保
（3）人材確保のための求人・企業情報の発信

七尾市 令和４年８月締結 ・七尾市と石川労働局（ハローワーク七尾）との連携事項
（1）市内企業の人材確保
（2）人材確保のための求人・企業情報の発信
（3）障害者の活躍促進

能美市 令和５年８月締結 ・能美市と石川労働局（ハローワーク小松）との連携事項
（1）市内企業の人財確保
（2）障がい者や高齢者の雇用促進
（3）雇用に係る施策情報の相互発信

加賀市 令和５年10月締結 ・加賀市と石川労働局（ハローワーク加賀）との連携事項
（1）市内企業の人材育成の支援
（2）市内企業の人材確保と雇用の安定
（3）人材確保のための求人・企業情報の発信

小松市 令和７年２月締結 ・小松市と石川労働局（ハローワーク小松）との連携事項
（1）市内企業の人材確保
（2）高齢者・女性・障がい者の活躍推進
（3）雇用に係る施策情報の相互発信の連携及び雇用関連情報の共有

【石川県内の締結実績：9自治体（令和８年1 0月3 1日時点）】

別添１（参考２）



（案）           別添２ 

 

輪島市雇用対策協定 

 

（目的） 

第１条 この協定は輪島市と厚生労働省石川労働局（以下「石川労働局」という。）が、  

【輪島市まち・ひと・しごと創生総合戦略】に掲げる「活力を生み出すまちづくり」を

目指し、企業立地の推進や多様なニーズに対応した雇用対策など、雇用の安定に関する

課題に対して相互に密接に連携して取り組むことを目的として締結する。 

 

（事業内容） 

第２条 輪島市及び石川労働局は、前条の目的を達するため、具体的な取組、実施方法及び

数値目標を事業計画として毎年定めるものとする。 

２  前項の事業計画の策定及び事業計画に定めた取組の実施状況の評価等は、輪島市及

び石川労働局が共同で設置する運営協議会が実施するものとする。 

 

（要請等） 

第３条 輪島市長及び石川労働局長は、それぞれが取り組む施策の推進に資するため必要

な要請を相互に行うことができるものとする。 

２  輪島市長及び石川労働局長は、前項の要請に対して、誠実に対応するものとする。 

 

（秘密保持） 

第４条 この協定に基づく雇用対策に関する取組において、輪島市及び石川労働局が相互

に開示する情報については、互いに秘密を保持することとする。ただし、事前に相手方

の承諾を得られた場合は、この限りではない。 

 

（その他） 

第５条 この協定に定めのない事項が生じたとき又はこの協定に定める事項を変更しよう

とするときは、輪島市及び石川労働局は誠意をもって協議し、定めるものとする。 

２  協定締結当事者に変更があった場合であっても、他に定めのない時は、新たな協定が

締結されるまでの間、この協定を有効とする。 

 

  附 則 

 この協定は、締結する日から実施する。 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、輪島市長及び石川労働局長が署名のう

え、各自その１通を保有するものとする。 

 

（協定締結当事者） 

  令和８年 11月 17日 

 

輪島市長          坂口 茂 （署名） 

 

 

厚生労働省石川労働局長   常盤 剛史（署名） 
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